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１月末に発表された横浜市平成 2５年度予算案は、3 月２６日に横浜市会で可決・決定いたしました。 
横浜市中期４か年計画の最終年度となる平成２５年度予算は、積極的な投資と財政の見直しを行う

とともに、２４年度２月の国の緊急経済対策に伴う補正予算と一体で編成することで、１兆４３５３

億円規模（対前年比１.８％増）となり、実質的には３年連続のプラス予算となっています。 

は、これまでも市民の皆様の生活の安全・安心を支え、横浜経済を活性化させること

に重点を置いた活動をしてまいりました。議会で何度も取り上げた保育所待機児童対策は、この春の

ゼロ実現が現実的になっております。今後も市民の皆様のご意見を大切に聞き、活気にあふれ魅力的

な横浜にするため、全力で取り組んでまいります。 

依然として厳しい社会経済状況を踏まえ、直面する課題に向き合い、少子高齢化など社会の変化を

新たな飛躍のチャンスと捉え、将来を見据えた投資、成長力強化の視点から、市民生活の安全・安心

や都市の活性化につながる「４つの重点取組」を推進していく予算編成となっております。 

 

◆減災に挑む（建物の耐震対策など） 

◆暮らしを支える（福祉の充実など） 

◆医療環境を整える（救急医療体制の充実） 

◆学齢期までの子育てをサポートする 

◆個性や能力を伸ばす（中学校昼食の検討） 

◆子どもを守る（いじめ・児童虐待防止） 

◆中小企業をバックアップする（経営支援） 

◆特区活用で成長を促す（国際戦略総合特区など） 

◆文化芸術・観光・MICE で魅力を発信する 

◆女性の力を生かす（育児と仕事の両立支援など） 

◆都市を再生する（都市基盤整備など） 

◆次世代の環境対策を進める（樹林地保全など） 

 
 

 
 
 
 

福祉・保健・医療に 

4,131億円 

子育て・教育に 

3,240億円 

市民活動や区行政の

運営に 

430億円 

安全な街に 

432億円 

地球温暖化対策や

水・緑の保全に 

1,128億円 

ごみの処理や減量・

リサイクルに 

470億円 

道路・住宅・計画的

な街づくりに 

1,699億円 

横浜経済の魅力づく

りや経済の発展に 

1,346億円 

行政の運営に 

1,233億円 
地下鉄・バス・水道  

事業に 

244億円 

市税 

6,984億円 

地方交付税 

230億円 地方譲与税 

91億円 

県税交付金 

515億円 

国・県支出金 

2,991億円 

市債 

1,344億円 

地方特例交付金 

27億円 

その他収入 

2,170億円 

市税収入は微増、30 億円の留

保財源を確保し、地震防災戦略

事業に必要な市債を上乗せ。 

減災目標達成にむけた施設整備費は

大幅に増加(対前年比 12.8％増) 

福祉・子育て・保健などの経費も増 
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神奈川東部方面線の「相鉄・JR 直通線」工事（羽沢駅本体工事・西谷トンネル工事など） 

四季美台・今川町・本村町地区を巡回する小型バス事業（四季めぐり）の本格運行を実施 

民間ビルの一部を賃貸して白根地域ケアプラザ（仮称）の整備（平成 26 年 4 月開所予定） 

ズーラシア、アフリカサバンナゾーン部分開園（4 月）と全面開園準備（平成 26 年秋以降） 

鴨居上飯田線（本宿・二俣川地区）、白根通り（上白根地区など５地区）の整備 

旭区休日急患診療所の建て替え、土木事務所への太陽光パネル・蓄電池設置 

ひかりが丘住宅へのエレベータの設置（１１棟４８０戸） 

南口再開発ビル内への二俣川地域ケアプラザ（仮称）の整備 

鶴ヶ峰橋の耐震補強、南本宿橋の長寿命化対策工事など 

空き家・空き地の適正管理に向けた制度等の検討【区局連携事業】 

横浜市では、毎年増加している保育所入所希望に応え、

子育て安心社会を実現するため、保育所の整備と定員増

を積極的に進めてきました。この 10 年（平成 14～24
年）では、約 2 万人の保育所定員を増員し、その数も

1.8 倍に拡大しました。特に、待機児童数がピークに達

した平成 22 年度からは「待機児童対策」を横浜市の重

点施策に位置づけ、平成 25 年 4 月の待機児童解消を目

指して様々な取組を進めてきた結果、ほぼその目標が達

成される見通しとなりました。 
横浜市では、今後も保育所入所申込が

増加していくことが予想されています

が、待機児童ゼロを維持していくため今

後も全国の他の都市に先駆けて様々な

施策を展開していきます。（25 年度の保

育所整備予算：24 億 4,500 万円） 
 

二俣川での大型複合施設や交通広場の整備に向けた二俣川駅

南口地区市街地再開発事業は、神奈川県より平成 24 年 12 月 28
日に組合設立が認可され、事業計画や平成 29 年度末の再開発ビ

ル完成を予定した事業スケジュールが決定いたしました。 
施設概要：地域ケアプラザを含む 15 階建の商業業務棟、住宅戸

数約 380 戸の 29 階建の住宅棟、約 4,400 ㎡の交通広場など 
（左図は、再開発ビルイメージ：横浜市ホームページより） 
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